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Ⅰ．奈良県小規模企業の現況と推移　　　　　　　　　　　　　　　　
奈良県内の小規模企業の経済動向について、南都経済研究所が定例実施している「地元企業動向調査」の直近の調査である2017年7-9月期から2016年4-6月期に遡った6期間の推移について(*)小規模企業のサンプルを抽出し、最近の収益動向をＤＩでみてみる。
（*小規模企業の定義とやや異なるが、これに近い同調査の従業員数区分に従い、
製造業20人未満、非製造業10人未満、合計90社程度を抽出。）
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■奈良県内小規模企業の収益推移（前年同期比）
＜全産業＞　自社業況の回復一服
奈良県内小規模企業における、製造業と非製造業を合わせた全産業の前年同期比の景況感は、回復基調にあるもののゆるやかで水準も低い。
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国内は戦後２番目の長さの景気回復過程にあるとされるが、一方で人件費等のコスト上昇もみられる。その中、個別企業については、自社業況、売上高、経常利益で回復とする企業が徐々に増加していたが、今期になり非製造業を中心に落ち込みを見せ、業況の回復も一服となった。
＜製造業＞　売上高と利益の回復は弱い
製造業は、回復基調にあるとはいえ全体的な業況の回復は極めてゆるやかで、売上高、経常利益も横ばいである。
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その中、自社業況については回復とする企業がゆるやかに増加していたが、7-9月期は増加も一服となった。競合激化により依然として値下げ圧力が続く中、人件費等の上昇が収益を圧迫している。
＜非製造業＞　自社業況の回復一服
非製造業は、最近の国内景気回復を受けて堅調に推移し、自社業況、売上高、経常利益のＤＩは年初以来回復基調にある。

　ただ、人手不足による人件費上昇等もあって、7-9月期は自社業況、売上高、経常利益とも落ち込みを見せた。
Ⅱ．政府の唱える「働き方改革」と小規模企業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■「働き方改革」が目指す働き手の活力と生産性の向上[image: image5.emf]36.6
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「働き方改革」に取り組む施策の主要目的


長時間労働の慢性化、人口減少による働き手不足、生産性向上や優秀な人材の確保等に対応して、政府は「働き方改革」を唱えているが、県内企業の動向について、南都経済研究所「地元企業動向調査」から、企業全体および、1～9人、10～19人の規模の小規模企業を抜粋した。
＜取り組み施策＞
「時間外労働の抑制」「高齢者の雇用延長」といった、比較的取り組みやすい、あるいは法制度化された施策は取り組みが進んでいる。
一方、「出産・育児・介護等との両立を支援」「非正社員の処遇改善や正社員への転換制度導入」「女性人材の活躍推進（管理職への登用等）」など、現在の社会的な課題となっている項目は、取り組み企業は大きく減少する。特に小規模企業で取り組みが少ないが、家族経営の企業が多くわざわざ取り組むまでもないという要因も考えられる。
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「働き方改革」ですでに取り組んでいる施策

＜取り組み目的＞
「働き方改革」は、「人手の確保」「業務分担の見直し・業務効率化」「人材育成による生産性の向上」「長時間労働是正によるコスト削減」等、現在の喫緊の問題である人手不足や生産性向上への対策としても取り組まれている。
また、特に小規模企業では「新たな人材・価値観の導入」「企業価値の向上」の回答比率が高く、小回りの利く柔軟な特性を生かした経営革新へのチャレンジが見て取れる。
長時間労働の是正と労働生産性向上の両立は、小規模企業でもますます求められる。
賃金体系見直しによる人件費の上昇や管理事務の複雑化・事務負担の増加等の懸念の声も聞かれるが、家族従業者、非正規雇用者に対する労働条件の改善、また、AIやIoT等の技術革新により変化する働き手の役割や求められるスキルへの対応は欠かせない。
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